
 
 

第1回研修セミナーに出席を申し込みます。【申込締切日： １０月８日（火）】 

１． ①企業関係者  ②弁護士（登録番号       ）  ③その他（           ） 

２． 住 所 〒   ―              (電 話)                       

                           （e-mail）        ＠              

フリガナ 

３． 氏 名             ご所属              （企業名・部署名・弁護士会） 

４． ① 協会会員  ② 協会理事  ③ 近畿支部会員 ④ 非会員 

◎ 問い合せ先 日本ＣＳＲ普及協会 （電話 03-3568-3891） http://www.jcsr.jp 

ご提供いただいた個人情報は本セミナーに関する連絡以外には使用しません。 

 

 

 

 

おしらせ       日本ＣＳＲ普及協会 ２０１9年度 第1回研修セミナー 

SDGs 達成に向けた「持続可能な調達」と法的問題 
～作る責任、使う責任と調達契約～ 

 

 

 

 

「持続可能な調達」は、近年、2015年に国連サミットにて採択された「持続可能な開発目標（SDGs）」や ESG投

資の世界的な広がりから、より注目を集めてきています。 

2020 年開催の東京オリンピック・パラリンピックに向け持続可能性に配慮したな調達コードが策定され、持

続可能性を強く打ち出す等、我が国でも今後「持続可能な調達」の議論がより進んでいくと考えられます。 

一方、企業としては、具体的にどのように「持続可能な調達」を自社に取り入れ、運用していくかについての

ノウハウが確立できていないのが現状です。 

そこで、本セミナーでは、東京オリンピック・パラリンピックで進める持続可能性の取組み、国の持続可能な

調達促進施策の内容及び先進企業事例をご紹介し、専門家を交え今後の企業の持続可能な調達のあり方や

リーガル面での留意点等について考えていきます。 

 

 

 

＜日 時＞ 2019 年 10 月 17日（木）午後２時～午後５時 

＜場 所＞ TKP 新橋カンファレンスセンター ホール１４Ｅ 

千代田区内幸町１－３－１幸ビルディング （裏面地図をご参照下さい） 

＜プログラム＞１．Tokyo2020 オリンピック・パラリンピックの持続可能性に関する取組み 

公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会        

総務局持続可能性部 

２．グリーン購入法に関する最新動向 

環境省大臣官房環境経済課 

３．イオンにおける持続可能な調達の取組み 

イオン株式会社 担当部 

４．パネルディスカッション  

「持続可能な調達の導入・運用のためのポイント、法的留意点」 

              コーディネーター：  弁護士佐藤泉  

              パネリスト： 上記講演者、弁護士内藤丈嗣、弁護士町野静   

主 催  日本ＣＳＲ普及協会  後援 日本弁護士連合会 

参加費  5,000 円（当日申し受けます）  会員弁護士・会員企業（2名まで）無料 

日本ＣＳＲ普及協会 事務局 宛（ FAX:03-3583-2699 ）切り取り不要 


